
平成２６年度　商工労働部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）

区　　　分 ２６年度当初要求額 ２５年度当初予算額 増減率

　事業費 51,138,533 52,910,064 △ 3.3 %

　Ⅰ　要求のポイント

１　安心　－互いに助け合い、支え合う安心・安全の大分県－

【基本方針】

　り組みます。

（１）人権を尊重し共に支える社会づくりの推進（男女共同参画社会の実現等）

２　活力　－いきいきと暮らし働くことのできる活力ある大分県－

【基本方針】

　景気は緩やかに回復しつつありますが、海外景気の下振れや、消費税率引上げなど、景気を

  下押しするリスクも抱えています。　　

　　こうした状況下においても、引き続き「活力ある大分県」を実現していくため、「日本再興戦略」

  による施策や規制緩和等を取り込み、県内景気の回復につなげていく必要があります。また、

  本年３月に制定した 「大分県中小企業活性化条例」に基づき、頑張る中小企業を応援する取組

  を引き続き強化していくとともに、産業集積のさらなる推進による県内企業の競争力強化等の従

  来の取組に加え、本県の特性を生かしたエネルギー政策をさらに展開するほか、成長著しいア

  ジア諸国に目を向けた海外販路の開拓などを積極的に推進します。

（１）活力を創造する商工業等の振興

　　 革新の支援を行います。また、食品産業の成長支援や自動車関連産業、半導体産業の競

　　 争力強化に対する支援にも引き続き取り組んでまいります。  

（２）海外戦略の推進

 　　品の販路開拓等を推進します。

３　発展　－人を育て、社会資本を整え、発展する大分県－

【基本方針】

（１）芸術・文化の興隆とスポーツの振興

　　　　女性の就業率の向上や民間企業のワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の取組を

　　 推進し、男性の育児参加 など、仕事と生活の両立を支援します。

増減額

△ 1,771,531

　　 男女共同参画社会の実現に向けて、女性の就業支援や仕事と子育ての両立支援などに取

　動など大分市中心部商店街の振興を図ります。

　　　　芸術文化ゾーンと連携した大分市中心部の商店街の取組を支援します。

　　 人口減少や少子高齢化の進展などに伴う労働力人口の減少によって、中長期的に地域経

　済が縮小することが懸念されています。一方で、輸出の持ち直しや各種政策の効果などにより、

　　　　地域活力の維持・向上のため、県経済に貢献し、地域を牽引する企業を創出するとともに

　　 次世代のものづくり技術である３Ｄデジタル造形システムを活用した、ものづくり産業の技術

　　　　経済成長が著しいアジア諸国をターゲットとして、自動車・半導体等の工業製品や加工

　　平成２７年春の県立美術館の開館に向けて、芸術文化ゾーンと連携したまちなかアート活



　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）　

【安心・活力・発展の大分県づくりの推進】

　１　安心　－互いに助け合い、支え合う安心・安全の大分県－

（４）人権を尊重し共に支える社会づくりの推進（男女共同参画社会の実現等）

　　①男女共同参画社会の実現

　　 新 子育てママの仕事復帰応援事業 22,212

　　　  ワーク・ライフ・バランス実践支援事業 5,363

　２　活力　－いきいきと暮らし働くことのできる活力ある大分県－

（２）活力を創造する商工業等の振興

　　①地域牽引企業の創出と中小企業支援体制の整備

　　 新 地域牽引企業創出事業 213,513

　　　  小規模事業支援事業 1,221,156

　　    中小企業金融対策費（県制度資金） 40,550,845

　　②３Ｄ造形技術の導入などものづくり産業の振興

　　 新 元気創出デジタルものづくり推進事業 25,507

　　　  企業立地促進事業 740,273

　　 新 大分食品産業成長促進事業 33,847

　　　　自動車関連産業企業力向上事業 25,916

　　　　おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業 30,795

　　 新 情報産業振興事業 9,484

　　③次代を担う産業の育成

　　　　おおいた創業促進事業 4,917

　　　　医療関連産業参入促進事業 14,470

　　 新 ロボット関連産業活用支援事業 4,587

　　　  東九州地域医療産業拠点推進事業 16,277

　　④地域の特色と強みを生かしたエネルギー政策の展開

　　 新 地熱フル活用おおいた新活力創出事業 248,772

　　　　エネルギー関連新成長産業育成事業 33,908

　　⑤商業・サービス業の振興

　　　　商店街魅力ある店づくり支援事業 2,132

　　　　街なかにぎわいプラン推進事業 4,621

　　　　おおいたヘルスケア産業創出支援事業 6,001

　　⑥景気・雇用対策と人材育成

　　 新 元気創出プレミアム商品券支援事業 200,000

　　　  女性の再就職チャレンジ支援事業 19,907

　　　　産業人材確保等支援事業 64,881

　　　　障がい者雇用総合推進事業 41,047

（４）海外戦略の推進

　　①アジアに開かれた飛躍する県づくり

　　　　ものづくり企業海外展開支援事業 6,094

　　　　東アジアビジネス推進事業 36,691

　３　発展　－人を育て、社会資本を整え、発展する大分県－

（２）芸術・文化の興隆とスポーツの振興

　　①県民文化の創造（芸術文化ゾーンと連携した取組）

　　　　個性的商店街づくり推進事業 7,530

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

平成２６年度　商工労働部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a14000@pref.oita.lg.jp（商工労働部商工労働企画課）
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　県内企業の生産性向上や新分野進出を促進するとともに学生や女
性の関心を高めるため、３Ｄプリンター等を活用した三次元造形シ
ステムの普及啓発を行う。

企業立地促進事業

5

6

おおいたＬＳＩクラス
ター構想推進事業

情報産業振興事業

ワーク・ライフ・バラン
ス実践支援事業

地域牽引企業創出事業

中小企業金融対策費

大分食品産業成長促進事
業

自動車関連産業企業力向
上事業

経営金融支援
室

経営金融支援
室

　持続的な成長を通じて地域の雇用や産業活力を生み出す県経済の
リーダー的企業「地域牽引企業」の創出を図るため、優れた経営基
盤を活かした経営戦略により業容拡大を目指す企業に対して総合的
な支援を行う。

　中小企業の設備投資や経営の安定化を図るため、制度資金の貸付
原資を預託する。
【新】資金確保が困難であることが多い小規模企業者が、円滑に資
金調達ができるよう、小口零細企業資金の融資条件を緩和する。
【新】改正耐震改修促進法施行の対応として、建築物の耐震診断、
改修等を行う中小企業者向けの資金を創設する。

　出産・子育て等により離職した女性の仕事復帰を促進するため、
事前研修や就業体験等により就職を支援する。

　仕事と生活の両立環境を整備し働き方を見直すワーク・ライフ・
バランスの取組を促進するため、経営者等に対するセミナーを開催
するとともに、男性の育児休業取得を促進する企業を支援する。

平成２６年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成２６年度
当初要求額

平成２５年度
当初予算額

事　業　概　要 所管課

情報政策課
元気創出デジタルものづ
くり推進事業

子育てママの仕事復帰応
援事業

雇用・人材育
成課

労政福祉課

　県内ＩＴ企業の技術力強化、競争力強化及び県内ＩＴ技術者の連
携力強化を図るため、「ＩＴ人材育成塾」の開催や、ＩＴ企業と中
小企業とのマッチングを図る「おおいたＩＴフェア」を行う。
【特】競争力強化のため、公的認証の取得に取り組む企業に対し、
取得に要する経費の一部を助成する。

情報政策課

　戦略的、効果的な企業立地を推進し、先端ものづくり産業等の集
積を図るため、誘致企業の投資額の一部に対し助成する。

企業立地推進
課

　地域経済や雇用に大きく貢献する食品産業を県経済の成長産業に
することを目的に「大分食品産業企業会」を設立し、個別商談のマ
ッチング、販路開拓、製造技術の高度化を図る。

工業振興課

　県内自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業
会を推進母体とする技術力向上や人材育成、受注獲得機会増大のた
めの取組に対し助成する。 産業集積推進

室

　県内半導体関連企業の国際競争力を強化するため、おおいたＬＳ
Ｉクラスター構想に基づき、産学官が連携して行う半導体のテスト
技術を中心とする研究開発、人材育成などの取組に対し支援する。 産業集積推進

室

元

特

特

特

新
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平成２５年度
当初予算額

事　業　概　要 所管課

11
医療関連産業参入促進事
業

　医療機器生産拠点づくりに向け、県内企業の医療分野への新規参
入を促進するため、セミナーの開催や企業への訪問指導を行うとと
もに、医療機器開発経費に対し助成する。 産業集積推進

室

ロボット関連産業活用支
援事業

　増加する要介護者の支援及び介護者の負担軽減を図るため、県内
企業による医療・福祉用のロボット関連機器の研究開発を進め、新
たにロボット関連産業への参入を支援するとともに、アジア誘客を
図るフィットネスツーリズムを創出する。

産業集積推進
室

13
東九州地域医療産業拠点
推進事業

　東九州地域医療産業拠点構想に基づき、産学官が連携し、血液・
血管医療分野における研究開発及び国内外の医療技術者の育成を推
進する。 産業集積推進

室

14
地熱フル活用おおいた新
活力創出事業

　地熱・温泉熱エネルギーの複合利用の普及を図るため、別府市の
農林水産研究指導センター花きグループにおいて、温泉を利用した
発電設備、農業ハウス、観光用展示ハウスを整備する。

工業振興課

15
エネルギー関連新成長産
業育成事業

　エネルギー産業を県経済の新たな牽引産業に育成するため、産学
官で構成する大分県エネルギー産業企業会が行うエネルギー関連の
技術・製品の開発、人材育成、販路開拓等の取組を支援する。

工業振興課

商店街魅力ある店づくり
支援事業

　商店街の活性化に向けて、魅力ある店づくりのための個店経営研
修に取り組む商店街振興組合に対して助成する。

商業・サービ
ス業振興課

元気創出プレミアム商品
券支援事業

　消費税率引き上げ後の景気の腰折れを抑制し、かつ地域内の経済
循環を創出するため、地域における明るい話題を活用し市町村が支
援して発行するプレミアム付き商品券事業や、料飲組合等が実施す
るまちのにぎわい創出事業に対し助成する。

商工労働企画
課

産業人材確保等支援事業

　県内産業の持続・発展と雇用の拡大を図るため、おおいた産業人
財センター等において、県内企業に対する人材確保・定着に向けた
支援を行う。 雇用・人材育

成課

障がい者雇用総合推進事
業

　障がい者の一般就労を支援するため、障害者就業・生活支援セン
ターを拠点として、企業への雇入れ体験や定着支援等を行うととも
に、精神保健福祉士を配置し、精神障がい者への就業支援を実施す
る。

雇用・人材育
成課

ものづくり企業海外展開
支援事業

　県内ものづくり企業の国外取引の拡大を図るため、海外工業会と
のビジネス交流や個別企業とのマッチングを支援する。

工業振興課

元

特

元
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※ 新 は「新規事業」、 特 は「おおいた成長枠事業」、元　は「おおいた元気創出枠事業」
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当初予算額
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21
東アジアビジネス推進事
業

　東アジアでのビジネス展開に関心のある県内企業をサポートする
ため、日中経済協会上海事務所内に設置した共同事務所に駐在員を
配置する。
　県内企業のビジネス展開を促進するため、中国や香港などの海外
有望市場において見本市への出展や、現地商社と連携した販路開拓
等を支援する。

商業・サービ
ス業振興課

22
個性的商店街づくり推進
事業

　商店街や地域商業の活性化を図るため、相乗効果の見込める伝統
行事等の地域資源の活用などにより、個性ある商店街づくり等に取
り組む商店街振興組合等を支援する。
【新】県立美術館開館に向けて、複数商店街が行う芸術文化ゾーン
と連携した活性化事業を支援する。

商業・サービ
ス業振興課
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雇用・人材育
成課

緊急雇用新規学卒者・若
年者就業支援事業

・平成２２～２５年度の４か年事業として実施
・国の基金事業終了に伴い廃止

236,024

平成２６年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
２５年度

当初予算額

工業振興課
電気自動車活用ビジネス
促進事業

・平成２４～２５年度の２か年事業として実施
・電気自動車のほか燃料電池車などを含めた「クリーンエネルギ
　ー自動車」の普及啓発については、「新エネルギー導入総合支
  援事業」で要求

3,194

情報政策課 ＩＴ人材育成支援事業

・平成２４～２５年度の２か年事業として実施
・ＩＴユーザー企業向けの「中小企業ＩＴ経営推進事業」及びベ
　ンダー企業向けの「情報産業振興事業」に組み替えて要求

3,279

雇用・人材育
成課

ものづくり人材育成支援
強化事業

・平成２３～２５年度の３か年事業として実施
・事業内容の見直しを行い、ものづくり分野での人材育成を行う
　「高度ものづくり実践技術者育成事業」に統合のうえ要求

2,887

工業振興課
国東七島イ生産体制整備
促進事業

・平成２５年度の単年度事業として実施
・七島イの栽培上の課題解決を目標とする「シチトウイ産地活力
　創造事業」に組み替えて農林水産部が要求

5,531

雇用・人材育
成課

緊急雇用女性就業支援事
業

・平成２３～２５年度の３か年事業として実施
・国の基金事業終了のため本事業は廃止し、「子育てママの仕事
　復帰応援事業」に組み替えて要求

49,695

雇用・人材育
成課

緊急雇用市町村補助金

・平成２１～２５年度の５か年事業として実施
・国の基金事業終了に伴い廃止

893,2257
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